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163.  第四章までで私は現状を分析し、私達が住むこの惑星に出来てしまったひび割れを指摘するとともに、この様な環境劣化の根本的原因は、私達人間にあることを示しました。この様に現状を思索することで既に、私達は方向転換を行い、更に何らかの別の行動様式をとるべきなのだと明らかになっていますが、この第五章では、私達が現在陥っている自己破壊のスパイラルからの、脱出ルートを見つけるために必要となる、対話の行程を大づかみしてみましょう。
I. Dialogue on the environment in the international community [164-175] 
　国際共同体における環境に関する対話
164.　20世紀中葉が始まり幾多の困難が克服され始めた頃、一つの信念が形成されました。即ち、私達の惑星は一つの故郷であり人類はa common home（共通の家）に住む一つの民族なのだとの確信が芽生えました。相互依存の関係にあるこの地上世界は、私達に、広く蔓延した生産と消費のmodelに立脚した或る種のlifestyleが負の効果を持つことを気づかせただけでなく、更に重要なことは、解決策はa global perspective から得られるのであって幾つかのcountry（適訳ではないが「国」。次頁の（※）齋藤補遺を参照）の利益をただ単に守ることでは決して得られないのだと学ぶ機会も与えてくれました。相互依存性は、私達がone world with a common plan （一つの共通計画を持つ一つの地上世界）にいることを思い出させます。確かに人間の創意工夫能力は今までに多くの技術的進歩をもたらしましたが、それでもなお、重篤な地球の環境問題・社会問題に効果的に対処する方法を見つける力までは備えていないことが分かりました。問題が深刻になるにつれ、立ち向かうには全地球的合意形成が不可欠になります。個別のcountriesによる一方向からの取組では問題は切り崩せないからです。ですがもし全地球的合意が形成されれば、次の様な事柄が可能となるでしょう。例えば、生物多様性を保つ持続可能な農業計画、再生可能で環境汚染のないエネルギー開発、より効率的なエネルギー利用の奨励、海洋資源・森林資源の効果的管理の推進、誰もが飲める飲料水の確保、こういったことが可能となるでしょう。
（※）齋藤補遺：「国」を表す英語は(1) state、(2) country、(3) nationと三つある。齋藤流にこの三つを説明する。
(1) stateとは、territory（領域）、people（人民）、sovereignty（主権）を有する組織。stateのsovereignty（主権）は、主にrational norm（合理的規範、その主要部分はGesetz（独）やloi（仏）などのlex）に関して、その決定にauthority（権能）を持ち、その執行にcoercive enforceability（ウムを言わさぬ強制力を伴った執行権）を持つ。stateはこの様な権能と強制力が及ぶterritory内部に、peopleがexchange transaction（交換取引）を行うmarket（市場）即ちmarket in a stateを必然的に伴う。なお齋藤はstateの和訳として「国家」をしばしば用いる。
(2) countryとは、このLaudato Si’の文脈では、上記stateとmarketをあわせたものを指すと解釈できる。簡略的には、country = state + marketと言える。
(3) nation特にnation-stateとは、上記stateとmarketの他に、non-stateを含むものと言える。non-stateとは、peopleがpopular sovereignty --- 一般的和訳は「国民主権」だが、「国」という言葉の意味が定まっていないのでこの和訳は適切でない。適切な和訳としては「人々主権」ないし「人民主権」 --- を持ち、このpopular sovereigntyが、主にirrational norm（非合理的規範、その中のある程度部分がRecht（独）やdroit（仏）などのius）に関して、その決定にauthorityを持ち、その執行にハーバーマスやテイラーのいう所のunforced force（強制なき強制力）を持つ。non-stateは、この様なauthorityとunforced forceが及ぶ、ハーバーマスやテイラーのいう所のthe public sphereを必然的に伴う。なお、この様にthe public sphereに及ぶauthority（権能）とforce（強制力）が、或る一つのstateのterritory（領域）に限ったものではなく、それに共感を抱く人々に及ぶものであるために、the public sphereおよびその中に出来るmarket --- 所謂market in the public sphereは必然的に国境を越えborderlessまたはinternationalに存在しうる。この点が上記(1)のmarket、即ち、或るstate territory内に局限してauthority（権能）とforce（強制力）が働くmarket --- 所謂market in a stateと、大きく異なることに注意されたい。
少し話は飛ぶ。partnershipというと多くの日本人はsmall and medium sized enterprise（中小企業）を思い浮かべる。確かにそれもあるがそれ以外にpartnershipは、このinternationalなmarket in the public sphereのおかげもあって、internationalな協業、更にinter-corporateな協業にも長けている。即ち、中小企業の対極にある国際展開事業にも長けている。このことは見過ごされがちだ。コラム１４７で紹介したAMD LLC & Co. KGという米蘭独のinternational協業かつAMD, ASML, Carl Zeissのinter-corporate協業に、それと気づかぬ内に、日本の半導体産業のお株を奪われてしまった原因の一端がこの辺りにある。
　　　
165.　現在のtechnologyは、環境汚染を大規模にもたらす化石燃料を使用することで成立しています。環境汚染の度合いは石炭が最も高く次いで石油そしてガスの順ですが、いずれにせよ段階的に直ちに代替していかなければならないことを私達は知っています。何処でも誰でも入手可能な再生可能エネルギーの開発に大きな進展が見られるまでは、より害の少ない代替エネルギーを選択し、短期的解決策を見つけることがlegitimateなことです。しかし、この様なエネルギー遷移策に伴う費用負担について、the international communityは分担合意に達したと言える状況に未だなっていません。確かにここ数十年間は環境問題についてかなり広範囲の人々による議論が喚起され、多くの市民による様々な取組が巻き起こりました。しかし、politicsとbusinessの動きは遅く私達の地上世界が直面している問題の緊急性に見合った対応が為されているとは言いがたい状況です。このpost-industry時代は後世の人々によって最も無責任な時代だったと評されるかもしれませんが、それでもなお少なからぬ望みが残されています。即ち、21世紀幕開けの時代、人々はその肩に重い応答責任を潔く担った、と後世に伝えることは未だ十分に可能なのです。
166.　世界的に見れば、市民社会組織達による多大な努力のおかげで、このecological movementは 大きく前進しました。とても全ての名前をここで挙げることは出来ません。その貢献の歴史を一つ一つreviewするのもむずかしい。しかしながらこれらの努力のおかげで、環境問題はpublicの議論の場でより多くの耳目を集めることになり、広範囲に長期的に取り組まれる様になってきました。にもかかわらず、最近の環境世界サミットは期待に沿うものではありませんでした。政治的意志を欠き、環境問題に関し真に意味のある全地球的に有効な合意に達することが出来ませんでした。
167.　しかし1992年のリオデジャネイロ地球サミットは言及に値します。それは「人類は、持続可能な開発への関心の中心にある。」
と宣言 --- 齋藤補遺：リオ宣言はここ。 --- しました。1972年のストックホルム宣言を再確認するとともに、全地球的ecosystemをケアするためinternational co​operation の重要性を正式に記述し、更に、環境汚染をもたらした者達がそのcostsを引き受けるobligationがあること、および、任意の開発プロジェクトが環境に及ぼす影響についてassessment（事前評価）するdutyがあることも正式に記述しました。地球温暖化の動きを逆転させるために、大気中の温室効果ガス濃度に上限目標が設けられました。行動計画と生物多様性保護に関するagenda（予定、スケジュール）も策定され、森林保全に関する原則も陳べられました。このサミットは確かに一歩目の前進であり、時宜にかなった預言の言葉でした。しかし、この協定は実行されたとは言えません。その原因は、適当な監督機構の不在と、定期的reviewとpenalties in cases of non-complianceが欠落していたことです。リオ宣言が定めた諸原則の緊急性は少しも衰えていません。実効を伴う効果的で柔軟な実施方法が必要です。
168.　実施方法の点で優れているのは、例えば、有害廃棄物の越境に関するバーゼル条約です。この、報告、基準、管理のsystemは参考になるでしょう。また、ワシントン条約（絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約）は、実際に現場に赴いて有効に遵守されているかverifyすることになっており、これによってある程度拘束性（binding）を有しています。オゾン層の保護のためのウィーン条約と、モントリオール議定書とその修正条項による保護実施のおかげで、オゾン層破壊問題は解決の段階に入ったと言えるでしょう。
169.　しかし、生物多様性保護と砂漠化関連問題においては、解決に向かっているとは全く言えません。気候変動に関しても、解決の歩みは残念なことに遅遅としています。温室効果ガス削減には、誠実、果断、応答責任感が求められています。何処よりも環境汚染の大部分を起こしている大国（the powerful）においてそれらが求められています。United Nations（適訳ではないが国連）持続可能な開発会議、所謂、地球サミット（“Rio+20” (Rio de Janeiro 2012)）は、広範囲をカバーしてはいますが実効性のない文書を発行したにとどまりました。international交渉は多くの場合成果が上がりません。交渉に参加するcountriesが、global共通善よりも自分達の利益を優先するからです。このままでは、秘めた悪事のしっぺ返しを食らうことになる将来世代の人達は、私達の良心と責任感の欠如を叱責することになるでしょう。この回勅を準備している最中も、論争は激化しています。手当は遅れ気味です。しかし、私達believersがこれらのディスカションを続けるならば、将来世代が症状に苦しむことのないように、私達のGodは必ずpositive outcomeを与えてくれるでしょう。
170.　環境破壊ガス排出削減のための幾つかの戦略では、環境costsのinternationalization（齋藤補遺：国際管理下におくこと）が必要だと言われています。環境costsのinternationalizationとは、resourcesを持たない国々に敢えて負担を課して、その排出ガスを、先進工業国と同等レベルまで削減させようというものです。その様な負担を課すのは、発展を最も必要とするcountriesに罰を科しているようなものです。これでは、見せかけの環境保護を隠れみのにして、更なるinjusticeが横行してしまいます。ここでもまた、貧しい者達が環境の対価を払うことになってしまいます。更に言えば、気候変動の悪影響が深刻化するのはもう少し先のことである様に感じられてしまいます。しかし、直ちに厳しい規制が実行されたとしても、既に出てきているレベルの悪影響に、resourcesが不足するcountriesが対処するためには、支援を必要とするのです。結局、それらのcountriesの経済に既に悪影響が及んでいるのです。ボリビアの司教団は言っています。「高度に先進工業化されてその恩恵を享受するcountriesは、それは大量の温室効果ガスを排出した結果為されたものなのですから、彼らが起こしてしまった数々の問題を解決する大きな応答責任を負っているはずです。」

171.　 “car​bon credits”売買の戦略も、それは新たな投機行為を生むだけであり、環境破壊ガス排出を世界的に削減する助けにはなりません。このsystemは、一見すると環境になにがしかの貢献を行い、簡便で素早い解決策を講ずるかに見えますが、その実、現在の状況が必要としているradical changeに資する所は全くないのです。むしろこれは、幾つかのcountriesと経済セクターが過度の消費を続けるための単なる策略ではないかと思えます。
172.　貧しいcountriesのために、優先順位はどうなるでしょう。それはまず、過度の貧困の撲滅、そして、彼ら貧困者達の社会発展の推進、の順になります。と同時に、彼らの人口にも一部を占める特権階級のscandalousな消費を認識し、その様な腐敗と効果的にcombatして（戦って）いく必要もあります。また、貧しいcountriesも環境破壊の少ないエネルギー発生方法を開発しなければなりませんが、それには既に大きな成長 --- この惑星に今も続く環境破壊を加えたことで為された大きな成長 --- を享受したcountriesの助けが必要です。例えば開発途上countriesが、豊富な太陽エネルギーを利用するには、技術移転、技術支援、資金提供を行う者達にaccessするための機構と助成の仕組みが設立される必要があります。ここで留意すべきは、当該開発途上countriesの個別具体的な状況に十分な配慮が払われることです。なぜなら、「既存のinfrastructuresとのcompatibilityが、それらがどの様な事情で設定されたかを慮って、assessment（事前評価）されることが十分でない」
からです。気候変動によるrisksに比べたら、この様なことは大してcostsはかからないと言えるでしょう。いずれにせよこれらは、all peoples（全民族、全国家国民）間のsolidarityに根ざした、根源的にethicalな意志決定なのです。
173.　強制執行力のあるinternational agreementsが緊急に必要とされます。なぜなら、各地各国の権威当局者では、必ずしも常に、有効な介入を行うことが出来ないからです。勿論、states（国家）間関係は、各の主権を尊重して保たれなければなりません。しかしながら同時に、相互の合意を策定し、複数国家にまたがる災害を減災防災する手段を講じて、該複数領域の住民達全員が被災することを未然に防がねばなりません。全地球的規制のための規範が必要であり、受け入れがたい行為を未然に防ぐためのobligationsを課す必要があります。受け入れがたい行為とは、たとえば、強大な会社やcountriesが汚染廃棄物を他countriesに遺棄したり、公害を出す工場を海外に移設したりすることです。
174.　海洋統治systemについても考察しましょう。確かにinternational条約や地域条約が存在します。しかし、それらが断片化していたり、厳密な規制、管理、処罰の仕組みを欠いているために、これらの努力は水泡に帰してしまいます。海洋投棄と公海保護の問題は深刻化し、何らかの思い切った対策が必要な状況です。実のところ最も必要なのは、所謂“global commons”全域を統治するsystemに関する合意なのだと思います。
175.　地球温暖化を逆転させるための思い切った意志決定に必要なmindsetと、貧困撲滅という目標達成に必要なmindsetは、実は同じものです。環境汚染の低減と、貧困国・地域（countries and regions）開発とに必要なことは同じです。即ち、全方向から全問題に網羅的に対処しながら核心に迫ることが必要です（A more responsible overall approach is needed）。21世紀社会は、一方で過去から受け継がれた統治systemを維持するとともに、他方でthe power of nation statesが弱まっていくのを目の当たりにします。即ち、経済セクターfinancialセクターがtransnational（nationの違いを超えて活動するもの）になり、the political（政治的なもの）を圧倒していきます。これが主因となって、the power of nation statesが弱まっていくのです。この状況では、実効的に強く組織化されたinternational institu​tionsを創設することが不可欠です。即ち、national governmentsのfairな合意によって任用された職員達を擁し、制裁を課す権限を有するinternational institu​tionsが必要です。私の前任者であるベネディクト十六世が教会の社会教説に関連した発言の中で強調しました。即ち、「global economyをmanageするために、2008年の世界経済危機で打撃を受けた経済を再生するために、現在の危機の更なる悪化とそこから生じる一層の不均衡を回避するために、全面的かつ時宜にかなった軍縮のために、食料安全保障と平和の確立のために、環境保護を保障するために、そして移民をregulateするために、これら全てのために、私の先任者福者ヨハネス二十三世が何年も前に指摘したように、a true world po​litical authorityが緊急に必要です。」
　外交もまた、international strategiesを展開するという重要な仕事を担っており、私達全てに悪影響をもたらす深刻な問題を予想する上で重要です。
II. Dialogue for new national and lo​cal policies [176-181] 
　　国（nation）と地域の新規政策のための対話
176.　countries間に勝者と敗者が存在するだけでなく、貧困county内に勝者と敗者が存在します。従って、これまでとは違った応答責任を私達は特定する必要があります。即ち、環境問題と経済発展とに関連した疑問に答えるためには、もはや、countries間格差だけに観点を置くのでは足りません。それだけでなく、nationalレベル地域レベルでの政策に大きな関心を向ける必要があります。

177.　現実としてindividual states（個別国家）は、human abilities（人間が持つ法律行為能力）を悪用できる潜在力を与えられているのですから、その領地・領域内における自らの応答責任を、最早これ以上無視し続けてはいけません。即ち、計画立案、関係者間調整、執行、これらにおける応答責任をキチンと果たすべきです。ただ、technological innovationsが間断なく進展していく中で、社会はどうすればその未来を計画し保全していけるのでしょうか？　そこで、監督と関係者間調整とにおいて一つのauthoritative source（権威源）となるのは、the law（齋藤補遺：独語版ではdas Recht。GesetzでなくRecht。lexでなくius。）です。即ち、共通善に照らして許容される行動ルールを策定するdas Rechtが権威源となります。また、健全で成熟した主権社会は、以下の事柄に関しlimitsを設けなければなりません。即ち、将来展望と安全保障、規制規範、時宜にかなった強制執行、腐敗の撲滅、諸々の生産プロセスにおける望まれない副作用・副産物への効果的対応、潜在的リスクまたは不確定リスクが含まれるケースへの適当な介入、これらにはlimitsを設けなければなりません。jurisprudence（齋藤補遺：iusに関する法学。ドイツ語ではDie Rechtsprechung）は成長を続けていて、事業活動による環境破壊の削減に努めています。ただし、state（国家）の政治的・制度的枠組みも（齋藤補遺：iusとある意味同様に）、ただ単にbad practiceを防ぐためだけにあるのではなく、best practiceを奨励するためにもあるのです。新たな解決策を探求する想像力を喚起し、個々のまたはグループのinitiative（率先垂範）を奨励するためにも存在しているのです。
178.　直ぐに結果を求めるpolitics、それは大衆の中にある消費主義からの支持によって存在するのですが、これは当然に短期的成長を促します。また、選挙での得票を稼ぐために、政府は一般大衆が消費レベルを下げるような、あるいは海外投資家にとってのリスクを生むような、政策をとることには消極的です。従って権力を求めるpoliticsは近視眼的になり、遠い将来を見越した環境政策をその政府政策に盛り込むことをためらいます。この様にして私達は、「時は空間に勝る」
ことを忘れてしまいます。即ち、権力の地位に執着するよりもむしろプロセスを編み出すとき、私達は必ず有効な手立てを打てるのだということを忘れてしまいます。真のstatecraft（国家運営術）とは、困難に直面した時こそ、根本原理を掲げて長期的な共通善に思いを致すことなのです。nation-buildingという一連の作業の中のこのduty（地上世界における義務）を、政治権力者達が引き受けることは、たやすいことではないでしょう。
179.　cooperatives --- 齋藤補遺：生活協同組合と和訳されることが多いが、これは適当でない。なぜなら、日本にはpartnershipを成り立たせるための税法、会計法、契約法、会社法が無い。それらの根拠である「共通善」「人間の尊厳」も日本国憲法には盛り込まれていない。従って日本にはpartnershipは存在せず、partnershipであるcooperativeと、日本でいう生活協同組合とは「似て非なる」組織体だと言える。--- が幾つかの地域で組成され、再生可能エネルギーを生み出すために活用されています。地域でのエネルギー自給自足と、更に、余剰エネルギーの他地域への販売をも可能としています。この簡単な例からも分かりますように、既存の世界秩序がその応答責任を引き受けるには力不足であることが露顕する一方で、localの個々人やグループは、本当に偉業を成し遂げています。cooperativesは、以下のようなinstill（virtues（個別内発善）の顕在化、固定化）を可能にしています。即ち、より良い応答責任感、強い共同体感覚、他者を守り助けようとする意志、創造力spirit、そして深い郷土愛のinstillを可能にしています。またcooperativesは、自分達がしたことが自分達の子や孫に結果的に何を残すのかに関してキチンと気にかけています。これらのvaluesは本来的に、人々の心の奥深くに根付いています。しかしながらlaws（独語版では、das Recht。即ちius。）の強制執行がしばしば、政治の腐敗により不適当になってしまい、その独断的政治的な事柄を押し進めるために、人々の心にpressureがかけられてしまいます。従ってそれと逆方向のpressureを、社会側から、NGOや中間組織体などを通じて政府に対して及ぼして、Rechtsに厳密に沿った規制（rigorous regulation）、手続き、管理を政府が行うように仕向けることが必要です。もし市民達がこの様にpolitical powerを --- それはnational、地域的、市区町村にかかわらずpolitical powerをcontrolしないならば、環境へのdamageをcontrolすることは出来ないでしょう。local legislation（地方自治体の数陳立法）も、もし近隣communityが同じ環境政策に合意し推進してくれるならば、とても有効となるでしょう。
180.　単一の処方箋は存在しません。なぜなら、各country各地域は個別の問題を抱えているうえに、出来ることの限界も別々だからです。また、政治の現実が受け入れ可能なのは、段階的に変化していく方法と技術だけであり、しかもそれらが逐次の枠組み作りと拘束性のある実行約定を伴った場合のみ受け入れ可能だからです。それらに加えて、national and localレベルでは、まだまだやるべきことが、例えば省エネの推奨など沢山あります。他にも、最大のエネルギー効率による工業品生産方法の推奨、省資源・省原材料、エネルギー効率や環境汚染の点で好ましくない商品の市場からの排除、運輸運送systemの改良、建造物のエネルギー消費と環境汚染レベルを低減することを目的にした改良工事および建設の推奨、などが考えられます。localレベルでの政策としてはこのほかに、消費行動の修正、無用品の選別とリサイクル、絶滅危惧種を保護し生物多様性を考慮した農業計画と穀物の輪作、などが考えられます。貧困地域での農業を改善するのに必要となる投資対象は、農村部infrastructures、local or national市場の組織化向上、灌漑用水system、そして、持続可能農業の技術開発、などです。新たにcooperativeやcommunity organizationを組成して、少量生産農産物の利益を守り、地域のecosystemを崩壊させないようにすることも推奨されます。真に、やるべきことは沢山あります！
181．ここで、継続が不可欠です。なぜならば、選挙ごとに政府が入れ替わったとしても、気候変動や環境保護に関する政策は変更してはならないからです。結果が出るには時間がかかり、しかもどの政府の任期中にも目に見える効果が出ないのにもかかわらず早急の支出が求められます。だからこそ、先述したように、the publicやcivic institutionsからのpressureなくしては、政治権威当局は必ずや介入に消極的になってしまいます。ましてや、当面の緊急問題を解決しなければならない状況ではそうなってしまいます。ですから政治家達がこの応答責任をキチンと引き受けるには、今日ある経済と政治において支配的な、短期的利益と結果を求めるmindsetと、真っ向から衝突することが不可欠です。衝突しても大丈夫です。勇気をもって自分に与えられたGod-given dignityを証言すれば、それが無欲の応答責任の証（あかし）であることを後々に分かってもらえます。健全な政治が渇望されています。制度を改革し再調整し、best practicesを推進し、不当な圧力と官僚的慣性力に屈しない、健全な政治が渇望されています。付言すると、最良のmechanismsも崩壊する場合があります。即ちもし、気高くおおらかな社会の礎（いしずえ）となって奉仕するに値するgoalsとvalues、つまり、純粋で深遠なhumanism、これが存在しない場合は、最良のmechanismsも崩壊するのです。
III. Dialogue and transparency in deci​sion-making [182-188] 
　　意志決定における対話と透明性
182.　business ventures and projectsの環境への影響をassessmentする際は、透明な政治プロセスを用いてfreeな意見交換を行うことが肝要です。他方、何かの私情が絡んで環境への実際の影響を隠そうとする腐敗行為は、通常、必要な情報開示と十分な議論を損ない、見せかけの合意を生み出します。
183.　環境への影響のassessmentは、事業提案採択や具体的政策・計画・プログラム提言の前に行わなければなりません。プロセス全体の最初に据えられ、学際的かつ透明であり、全ての経済的・政治的圧力からfreeでなければなりません。またこれは以下の事柄ともlinkしていなければなりません。即ち、労働条件の検討、人々の身体的・精神的健康への影響予測、地域経済への影響予測、市民の安全への影響予測。環境assessmentはこれらとlinkしていなければなりません。この様にすれば、経済的利益予測をより現実的に行うことができます。即ち、幾通りかの起こりうるシナリオと、望んでいない悪影響に対処するための追加出費に結局どれだけ要するのかを考慮に入れた経済的利益予測が可能になります。意見統一はあくまでも、様々な対処法、解決策、代替案を提示することが出来る色々な利害関係者達が話し合った上で行わなければなりません。当該地域の人々の意見は、議論の場において特別の扱いを受けなければなりません。なぜならば、自分達と自分達の子や孫の未来を気にかけ、単なる経済的利益を超越したgoalsを考察できるのは、当該地域の人々だからです。「介入」という用語を使って考えることは終わりにしましょう。そして、関心を持つ者達全員によって考え出され展開されるpolicies（方針）に適した環境を保全していきましょう。関心を持つ者達全員の参加により、当該projectの様々な角度から見たリスクや可能性が、余すところなく情報開示されることになります。関心を持つ者達全員の参加は、予備的意志決定にだけでなく、種々のfollow-up activitiesと継続的monitoringにおいても必要とされます。honesty and truth（誠実と真実）が、科学的・政治的discussionsでは求められます。これは一般的にそうなのであり、何か特定のプロジェクトがpermitted by law --- 齋藤補遺：ドイツ語版では、gesetzlich erlaubt istであり、ここでいうlawはRechtでなくGesetzであることが分かる。即ち --- Gesetzによって許可されるかどうかの問題に限定されるのではありません。科学的・政治的discussionsでは 、常に、honesty and truth（誠実と真実）が求められるのです。
184.　共通善を、現在ないし将来において脅かしかねないrisksが、環境に及ぶと考えられる場合は、意志決定を「様々な代替可能案から予想されるrisksとbenefitsとを比較検討することを基礎として」
行う必要があります。これが特に当てはまるのは、プロジェクトが以下のような事柄につながりそうな場合です。即ち、天然資源の大量使用、大量のガス排出または液体排出、廃物・無用物の増加、地形または保護種生息生物またはpublic spacesの大規模な変化。これらが、共通善を脅かしかねません。また、事前検討が不十分な場合、予想外の実に様々な原因によって地域の生活の質（QOL）が深刻な打撃を受けるでしょう。例えば、騒音公害、視界縮小、文化価値の損失、非清浄エネルギー使用の効果、等がQOLを低下させるかもしれません。消費主義の文化は、それは短期利益と私的利益を優先するものですが、rubber-stamp authorization（ゴム印で承認された権威付け、深い考察なく形式的に承認された権威付け）を安易に許し、情報隠蔽を許してしまうものなのです。
185.　何らかのventure事業が提案された場合は、以下のような議論をキチンと行う必要があります。即ち、幾つもの質問が向けられてその事業が本当に人間社会の統合的発展に貢献するものなのかどうか見定めなければなりません。何を成し遂げようとしているのか？　何故に？　何処で？　何時？　どうやって？　誰のために？　リスクは何？　費用はどのくらい？　その費用を誰がどうやって払うのか？　この様な見極めにとって、優先順位の高い質問があります。例えば、水は希少且つ不可欠な資源であり、色々な人権を行使する上で最重要の基本的人権であると言えます。水資源を決して軽視してはなりません。当該地域での他のどの様な環境assessmentよりも、優先すべきです。
　
186.　1992年のリオ宣言には、「深刻な、あるいは不可逆的な被害のおそれがある場合には、完全な科学的確実性の欠如が、環境悪化を防止するための費用対効果の大きい対策を延期する理由として使われてはならない。」
とあり、環境悪化防止が優先することがうたわれています。この用心深い原則によって、最も弱い人々、即ち、自分達のinterests（利益）を弁護するability（法律行為能力）が制限され、あるいは、論争の余地のないほど明白な証拠を準備するability（法律行為能力）が制限された人々を守ることが可能となります。反論できない証拠が無くとも、深刻で不可逆的なダメージが起こりうると当該地域の人々が寄せる情報から予測される場合は、そのプロジェクトは中止ないし修正されなければなりません。この場合、証明の負担が効果的に逆配分されることになります。即ち決定力において、当該地域の人々によるデモ活動の方が、提案されたプロジェクトが地域住民や環境に深刻な害を及ぼさないと証明することよりも、順位が上とされるのです。
187.　この様にすることによって、technological innovationsがQOLを改善することを阻害するということはありません。むしろQOL改善に効果的です。即ち、profits（利益）は単一の判断基準を考慮すれば済むというものでなく、もし新たに重大な情報が寄せられた場合は、その全ての利害関係者を集めて、再度assessmentを行うことが必要なのです。その結果、当該プロジェクト中止、または修正、または代替案検討が、決定されることになります。
188. 確かに、 幅広いconsensusが得られにくい或る種の環境問題があります。ここで再度私は申し述べておきますが、the Church（教会）は科学的疑問に答えるものではありませんし、政治を置き換えようとするものでもありません。そうではなく私が願っているのは、誠実でopenな議論が十分になされ、特定の利益やイデオロギーが共通善をprejudiceするのを防ぐことです。即ち、くれぐれも、何らかの特定の利益やイデオロギーに関する行為をjusticeだと見誤った上にそれが共通善に包摂されると勘違いしませんように、と心配しているのです。
IV. Politics and economy in dialogue for human fulfilment [189-198] 
　　人間のfulfilmentのための対話における政治と経済
189.　politicsがeconomyに従属する様なことはあってはなりません。またeconomyが、効率優先のtechnocracy --- 齋藤補遺：一般的和訳の技術官僚制はここでは適切でない。ここでは、技術的観点を優先して政治と行政を進める考え方。 --- の指示に従属する様なこともあってはなりません。共通善の観点から見ると、今日、politicsとeconomicsは緊急に腹を割った話し合いを始める必要があります。生活サービス、特に、人間の生活サービスに関して、肝胆あいてらす話し合いを始める必要があります。既に為された様な、例えば、費用を度外視した銀行救済、それも会社自身による全般的反省と改革が為される以前に、しかもその大きな対価を公的資金で払ってしまった救済、これでは単にfinancial systemという絶対権力を再強化しただけです。financial systemという絶対権力に未来はありません。それは単に、緩慢なのに費用がかかる上辺だけの回復の後に、再度の危機を招くだけです。2007-08の世界financial危機は本来、絶好の機会でした。倫理原則にもっと気を払った新たな経済を展開し、投機的financial行為や架空の富を様々に規制する絶好の機会でした。しかしながら、あの危機の後に行われたことに、旧来の判断基準を再考することは含まれませんでした。結局それはいまだにこの地上世界を支配したままです。従って、生産活動は必ずしも合理的であるとは限りません。即ち、経済的変数によって変動し現実価値を必ずしも反映しない価額が、生産品についてしまいます。これによりしばしば、何らかの大衆消費財に生産過剰が起こります。環境には余計な悪影響が、地域経済には負の効果が、もたらされます。
  financialバブルには生産バブルが伴う傾向があります。そのため、本当の経済とは何なのかという問いに真剣に向き合う者は出てきません。しかし本当の経済は、多種多様な需要に応える生産活動を改良し続けていくはずです。本当の経済においては、companies（齋藤補遺：仲間、本来の会社。語源はここにある様に「パンなどの食べ物を分かち合う人々」）が上手く機能し、中小事業が発展し雇用を創出していくはずです。
190. ここで再び --- ただ本来は常に念頭になければならないのですが --- 確認します。「環境保護は、costs and benefitsのfinancial計算を基準にしただけでは確かなものに出来ません。環境は市場の力で十分に保護したり、促進したりすることの出来ないgoodsの一つです。」
　もう一度言います。市場という魔術的観念を捨てなければなりません。種々の問題の解決は、ただ単に会社達と個人達の利益（profits）が増加すれば自動的に得られるというものではありません。そもそも、利益最大化に取り憑かれた者達が、将来世代に負担をかける環境悪化はもう起こさない、心配はいらない、と約束してくれると期待するのは現実的でしょうか。利益だけがものを言う場では、以下の事への配慮は失われます。即ち、自然が醸し出すリズム、その満ち欠けの位相交番、人間の介入によって深刻に傷つくかもしれない複雑な生態系、これらへの配慮は失われます。更に言えば、利益だけがものを言う場では、生物多様性は搾取できる経済的資源の貯蔵庫とされるのが関の山であり、物事の本当の価値、persons（それぞれにpersonalityを有した人々）と文化にとっての重要性、困窮者達が抱く懸念やneeds、これらへの真摯な考察も失われます。

191. これらの疑問を挙げると、人間の発展と進歩を非合理に邪魔しようとしているとして反発する人が出てくるかもしれません。しかしながら私達にとって、成長とは或る確信の下に進めるべきものです。即ち、現時点で生産と消費のペースを遅くすることは、将来において別の形の進歩と発展を起こすことだという確信です。天然資源の持続可能な使用を推進しようと努力することが、お金の無駄遣いであるはずがありません。むしろそれは、中長期的に他の経済的便益を得ようとする投資だと言えます。未来に視野を広げてみるならば、今よりずっと多様で革新的な（diver​sified and innovative）形の生産活動が、今よりずっと環境に優しく、極めて多くの利益を上げていることが見えてくるはずです。これは、異なる可能性にopenであるかどうかの問題です。決して、人間の創造力や進歩という理想を軽視したものではなく、むしろ、持てるエネルギーを新たな流れに向け直そうという提案です。
192.  別の言い方をするならば、例えば、a path of productive devel​opment（生産的発展ルート）と言えるでしょう。消費文化への過剰な技術投資と、人類家族が現在直面している緊急問題の解決に向けた不十分な投資との、不均衡を是正するために、創造性重視にハッキリと方向付けられた、生産的発展ルートと言えるでしょう。これにより、reuse、revamp、recycle（再利用、再生、再資源化）の目に見えてprofitableな方法が生み出され、都市のエネルギー効率も向上するでしょう。大衆消費財に片寄らない生産活動多様化が、創造と革新のために人間が持つ創意工夫能力の、可能性をフルに展開させると同時に、他方で、環境を保護し、新たな雇用源を創出するでしょう。この様な創造性こそ、人間の特質の中で最も高貴な特質の、その価値に見合った表出であると言えるでしょう。なぜならば、私達の知的で大胆で応答責任ある生命維持活動（striving）は、広義のQOLの意味において、持続可能で衡平な発展を推進するためにあるからです。他方、自然を略奪する新たな方法を見つけ、ただ単に新たな消費アイテムを作り手早く利益を得ようとすることは、人間界の言葉で言うならば、見合う価値もなく創造性もなく、とても薄っぺらい軽薄な行為だと言えるでしょう。（齋藤補遺：勿論、sinだとフランシスコ教皇は言いたいのだろう。）
193．いずれにしても、一方で持続可能な発展には新たな成長形態が必要とされ、他方で既に数十年にわたって貪欲で無責任な成長が行われてしまった現実が厳然とあるのですから、私達は今後、何らかのreasonable limitsを設定した上で成長を抑制しなければなりません。場合によっては、時すでに遅し、遅きに失した、となる前に後退することも考えておかなければなりません。人間の尊厳に値しない生き方を強いられる者達がいるというのに、絶えず消費と破壊を続ける者達の大盤振る舞いがあるのは全く支持できないことだと私達は分かっています。お分かりでしょう、考え直すときが来たのです。この地上世界の或る地域の成長を減速させることによって、他の地域に資源を融通し健全な成長を享受してもらう。この考え方を受け入れるときが来たのです。私の前任者のベネディクト16世は言いました。「先進技術社会は、エネルギー消費を抑え、その利用効率を高め、地に足がついたlifestyleを励行する心構えを持たなければなりません。」

194. progress（進歩）の新たなモデルを考え出すために、“models of global development”
を変更する必要があります。これには、以下の事柄に関し再考する応答責任が必然的に伴います。即ち、「経済の意味とgoalsを、その誤作動と誤用を正す（correct：齋藤補遺、語源的には、神の右の座に着くにふさわしいように直す）まなざしを以て」
再考する応答責任が必然的に伴います。中期的に、自然保護と財政収益をバランスさせる、あるいは、環境保護と社会進歩をバランスさせる、これだけでは十分と言えません。中途半端な方策は、不可避な災厄をただ遅らせているに過ぎません。ザックリと言えば、我々はprogressという概念を再定義する必要があるのです。地上世界をより良くし生活の質を総合的に向上する。これら向上を伴わない技術発展・経済発展は、progressではありません。そう、現実にしばしば、経済成長のただ中で --- 環境は劣化し食物の質は低下し資源は枯渇して　--- 人々の生活の質は実は落ちていくのです。従って、持続可能な成長の話題は往々にして、問題の本質から人々の注意をそらし、言い訳を準備する方便とされてしまいがちです。そして、ecologyの言語と価値は単なるfinanceとtechnocracyの範疇に吸い込まれてしまい、businessesが持つ社会責任と環境責任はしばしば、単なる一連のマーケティングとイメージ作り戦略の手段に矮小化されてしまうのです。

195. 利益最大化原則は、しばしば他の約因（consideration） --- 齋藤補遺：契約者双方が感じる「お得感」。それは必ずしも一般的でなく当該契約者独自の「お得感」。詳しくはコラム２７参照方。 --- から切り離されて一人歩きを始めます。利益最大化原則が一人歩きを始めるのは、economyという概念の本来の意味が誤解されているからです。例えば、何か生産が増加しているとき、それが将来資源を先食いして、あるいは、健全な環境を毀損して為されたものであるかどうかに関心はほとんど払われません。森林伐採により生産が増加しているとき、土壌の砂漠化、生物多様性への悪影響、環境汚染拡大、これらによる損失を計算する人は極めてわずかです。一言で言えばbusinessesとは、関連するcostsの断片だけを計算し支払い、利益が出るものを指しています。本来は、「分かち合った環境資源を消費することの経済的および社会的costsが、透明性をもって認識され将来世代や他民族でなく該costsを発生させた者達に負担される
」ならば、そのbusiness活動はethicalであると考えられます。しかしながら現実に稼働している資源配賦の論理組立ては、市場（market）による配賦であれ国家（state）の中央集権的計画による配賦であれ、その時々に現われたneedsへの対応をただ単に静的に分析することによって為されているのです。
196.　ではpoliticsはどうあるべきなのでしょうか？　念頭に置くべきはthe principle of subsidiarity（補完性原理）です。これは、社会の全構成員にcapabilities --- 齋藤補遺：capabilityとは、capacity（法的行為能力）に包摂され、ability（法律行為能力）に優先するhuman power（人間能力）。和訳を「尊厳行為能力」とした。詳しくは以下の（※）齋藤補遺を参照方。 --- 即ち、尊厳行為能力を開発するfreedomを与える一方で、その様に大きなpower（権力ないし能力）を行使する者達に、共通善に関する応分の応答責任感を要求するという原則です。（齋藤補遺：「一方で、」以降の部分はsolidarityの説明ではなかろうか。もっとも、subsidiarityとsolidarityは不可分と言いたいのかもしれない。）　今日、幾つかのeconomic sectors は国家（states）よりも大きなpower（権力ないし能力）を行使しているという事実があります。しかしながら、この種のpoliticsを伴わないeconomicsはjustifyされません。なぜならば、現在起きている危機の様々な側面に対処する何らかの別の方法を好意的にとらえることが出来なくなるからです。環境への誠実な配慮を欠いたmindsetとは、社会の最もvulnerableなmemberを包摂する配慮を欠いたmindsetと同じです。なぜならば、「現代の「成功」と「自立」のモデルにおいては、取り残された人々、生活弱者あるいは生活を成り立たせる才能を磨く機会を得られなかった人々にinvestment --- 齋藤補遺：investmentとは本来、catholic encyclopediaのcontractの説明の中程にある様に、人と人との間に元々存在するnudum pactum（naked contract、裸の契約）にvestを着せてあげること、即ち、実効性を伴わせること。人と人とが助け合うことを意味し「金儲け」とは無縁の概念だったはずのinvestment --- をすることは、好ましくないとされている」
からです。
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（※）齋藤補遺：左図の様な規範分類に合わせて、CSTでは人間能力を右図の様に分類した。
197.  必要となるのは或る種のpoliticsです。即ちそれは、長期的展望をもち、この危機の様々な側面を扱える新規の統合的・学際的対処法についてcapableな --- 齋藤補遺：即ち、その様な対処法を、従来の考え方の枠を超え且つ共通善に包摂される範囲において新規に、開発し実行できる尊厳行為能力を有する --- politicsです。（齋藤補遺：前頁の右図のcapability参照方。）しばしばpoliticsは、失墜した信用のただ中にあって、健全な公共政策の施行に失敗した、あるいは腐敗したという不評の責めを一身に負わされています。一方で、国家（state）が或る地域に負う応答責任を遂行できない間は、他方で何らかの事業グループが見せかけの篤志家として現れて実権を振るい、自分達は或る種のルールを免除されていて様々な組織犯罪を行っても許容されると勘違いします。即ち、人身売買、麻薬取引、暴力行為、などを行います。一旦こうなるとこれらを撲滅するのは極めて困難になります。また、一方でpoliticsが尊厳行為能力無きこと（incapable）を露呈して、この様な邪悪論理を打破できず、取るに足りない議論に捕らわれている間は、結局、私達は人間性の重要な問題に向き合うことを避け続けているのだということになります。本当の変革に必要な戦略には、自分達の丸ごと全部について再考するプロセスが必ず含まれるのです。なぜならば、今日的文化の根底にある論理を問うことなく、表層的な生態学的考察を幾ら行ってみても、それは決して十分にはならないからです。お分かりでしょう。A healthy politics needs to be able to take up this challenge. --- 齋藤はこれを：「この挑戦を受けて立つことができる尊厳行為能力を持つものが、健康なpoliticsの中から一つ現れ、その尊厳行為能力が法律行為能力として認められることが必要とされているのです。」と和訳した。
198.  貧困や環境悪化が問題となるとき、politics とそれに対応するeconomyとはお互いを批難しようとします。望むらくは、彼らがお互いにお互いのmistakesを認め合った上で、改めて共通善に向けて相互作用を及ぼし合う道を見つけて欲しいものです。或る者は金銭的利得だけに関心があり、その他の者は既得権力の強化ないし維持だけに関心があるという状況では、私達に残されたのは、これらの二者の内どちらの方が、環境ケアと最も弱い者達の保護とに関心を持たないのかという些事について、言い争う、または贋（にせ）の合意作りをすることだけだ、ということになります。ここでもまた私達は「一致は対立に勝る」
が如何に真理であるのかを知ることになります。
V. Religions in dialogue with science [199-201] 
　　scienceとの対話におけるreligions
199.  経験科学が、生命について、あるいは、被創造物と実世界全体とが織りなす相互作用について、完全な説明を導くことが出来るという意見は、維持できないでしょう。なぜならば、この方法論自体が持つ限界を超えることになるからです。また、もし私達がこの方法論の知性領域の中だけでreasonする（理性を働かせる）ならば、美を感じる感覚や詩作世界がとても狭いものになるだけでなく、物事の究極の意味や目的
を把握する理性の能力そのものが発展する余地が無くなってしまうでしょう。更に、以下のことを付け加えたいと思います。即ち、「古典的なreligious書物は、どの様な時代にあっても意味深いものであることが判明します。即ち、新たな地平を開くpowerを持ち続け、思考を刺激し、心と感性を磨き、、、。　religious beliefによって生まれたというだけでそれらの書物を捨て去ることは、理性的で啓蒙的なことなのでしょうか？」
　また、倫理原則は抽象世界の中だけで意味があり、現実のどの様な文脈からも切り離されたものだ、と考えるのも単純すぎます。更に、倫理原則はreligious言語で言い表されたものだから、public debateの中では価値が無いというのも事実ではありません。理性によってとらえることがcapableだった --- 齋藤補遺：即ち、誰かのdignityによってとらえられた --- 倫理原則は、姿形を変えて常に再登場し、様々な言語による表現を見出されていくのです。勿論、religious言語もその一つです。
200.  科学が提供すると主張するどの様な技術的解決策も、humanityがその活動範囲を失ってしまえば、即ち、私達がthe great motivationsを見失い、献身的に他者をもてなしharmonyの中に生きることが出来なくなってしまえば、この地上世界の深刻な諸問題を解決する力を持たないでしょう。believersは、常にchallengeを受けていると感じているはずです。即ち、自らのfaithに協和音を奏で、行いによってそれに背かないように生きましょうというchallengeを受けていると感じているはずです。従ってbelieversは、God’s graceに対して何時もopenであるように励まされ、love, justice and peaceに関する深い確信に常に導かれる必要があります。過去においてもしかしたら、私達は私達自身のprinciplesをキチンとunderstandしなかったために、その結果その時代において、虐待をjustifyし、生物に暴虐を加え、戦争やinjusticeや暴力行為に加担してしまったことがあったかもしれません。だとすれば私達believersは、次のことをシッカリと認識しておかなければなりません。即ち、私達が守り維持するようにと招喚されている知恵の宝に対して、faithfulでなかったからこそ、その様な過ちを冒してしまったのだと、シッカリと認識しておかなければなりません。様々な時代における文化的制限はしばしば、この様に倫理的・精神的宝を知覚することに悪影響を及ぼすことがあります。しかしながらその源泉に常に立ち返ることによって、religionsは装備を調（ととの）えて、時代時代の今日的needsに応えていくことができるのです。
201.  今日、この惑星に暮らす人々の大多数が、自分達はbelieversであると明言しています。であればreligionsは、拍車をかけて次のことに取り組まなければなりません。即ち、religions間で対話を重ね、自然を保護し、困窮者を防衛し、尊敬と友愛のnetworksを構築することに拍車をかけて取り組まなければなりません。様々なsciences間の対話もまた同様に必要です。なぜならば各scienceは、専門化が進むにつれ或る種の隔離が起こりその専門知識の絶対化が進行します。そうした中で、自分達の言語の中に閉じこもりがちになります。こうなると私達は、環境問題に効果的に向き合うことが出来なくなります。ですから、様々なsciences間の対話も必要なのです。また、様々なecological movements間の、openでrespectful な対話も必要です。なぜならば、そこではイデオロギーの対立が少なからず起こるからです。今回のecological crisisはとても深刻であるため、私達全員が共通善に心を向けつつ、辛抱強く、自制心を保ちながらもおおらかに、この第五章で示した様な対話の行程に乗り出すことが不可欠となります。そして常に念頭に「現実は理念に勝る」
を置くことが不可欠となります。
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